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各部門報告書内の詳細目次

下記の各項目は、各部門（学部･研究科･研究所等）に共通のものである。各報告書内におい
て記述のない場合は ､当該部門に該当しないか ､あるいは総括に記述を譲ったものである。

Ⅰ　理念･目的･教育目標

Ⅱ　教育研究組織
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（1）　教育課程
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（6）　国内外の他大学との単位互換の状況と今後の課題 
（7）　外国人留学生、帰国生、ニューヨーク学院からの進学者などに対するカリキュラム上あ
るいは教育指導上の配慮

（8）　外国人留学生の受入れ･国際プログラムの実施の状況
（9）　障碍をもつ学生への教育上の配慮
（10）社会人の再教育･生涯教育の実施状況、社会人学生に対するカリキュラム・研究指導上

の配慮
Ⅲ－２　教育・研究指導方法とその改善
（1）　教育効果をより適切に測定（評価）するための工夫改善への組織的取組み
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（8）　セメスター制の導入状況あるいは導入計画
Ⅲ－３　国内外における教育研究交流
（1）　国際交流推進に関する基本方針および国際交流の現状と課題
（2）　外国人教員の受け入れ体制の整備状況
Ⅲ－４　通信教育
Ⅲ－５　専門職大学院のカリキュラム
（1）　カリキュラム編成上の義塾の独自性・特色
（2）　高度専門職業人養成機関に相応しい教育内容･水準を維持するための方途
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Ⅲ－６　「連携大学院」の教育課程
（1）　学外の研究所等との連携において大学院課程の教育内容の体系性 ･ 一貫制を確保するた
めの方途

Ⅲ－７　学位授与･課程修了の認定

Ⅳ　研究活動と研究体制の整備
Ⅳ－１　研究活動 
（1）　論文等研究成果の発表状況 
（2）　特筆すべき研究活動状況
（3）　附属研究所との関係・将来展望 
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はじめに

慶應義塾点検・評価委員会

委員長　工藤 教和

慶應義塾がその目標とする「全社会の先導者」となるためには、自らの活動の実態を社

会に対して積極的に開示するとともに、自己点検・評価活動から課題を抽出し、それらを

組織・活動の改善や水準の向上に結びつける不断の主体的な努力が必要である。

これまで、慶應義塾の多くの部署で、それぞれの方法によってこの取組みは進められて

きていた。しかし率直に言って、『慶應義塾年鑑』の編集方針に自己点検の視点が近年導

入されたものの、全学的な組織をあげての点検・評価活動については未着手の状態であっ

た。全学的な点検・評価活動への機運が熟してきた 2003 年 5 月に慶應義塾点検・評価規

程が制定され、慶應義塾全組織を対象とする点検・評価委員会が組織された。

この委員会の活動の手始めとして、まず大学についての点検・評価を試みた。その成果

が本報告書である。点検・評価委員会の下に大学の各学部・研究科あるいは教育・研究支

援組織などから選出された専門委員会が組織され、各部署の点検・評価組織と協働して、

昨夏にかけて点検・評価活動が実施された。全学的な点検項目については、それまでの各

部署での点検・評価活動の項目、方法が多岐を極めたので、多くを（財）大学基準協会の

点検・評価項目に依拠しつつ、一部独自の項目を設定して行った。

各部署から提出された点検・評価報告を事務局で整理し、点検・評価委員長以下本部ス

タッフがそれらを総括する方式を採用した。これまでの経緯を反映して、項目によって各

部署の力点が異なり、内容的にも濃淡があることは否定できない。また、必ずしもすべて

が点検・評価の視点のみから記述されているわけでもない。しかし、慶應義塾大学全体と

しての現状を知り、改善への課題を抽出する最初の試みであることの意義を考え、全体を

まとめ上げる作業をまずは優先させることにした。したがって、本報告書は、外部評価委

員はじめ各方面の意見を入れて、今後もさらに精緻化されて行くべき暫定的な性格のもの

である。また、基礎データなどについて、書式の統一と内容の充実など、今後の作業に委

ねられているものもある。この点で、皆様からの忌憚のないご意見を歓迎する。

それ以上に、各方面からの指摘を待つまでもなく、これまでの段階でも課題として取上

げられた問題について、各部署が改善に向けて主体的に取組み始めることを期待したい。

本報告書をまとめるにあたってご尽力いただいた点検・評価専門委員会委員ならびに事

務局員各位に、末尾ではあるが、深く感謝の意を表したい。
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